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貸 借 対 照 表
（平成１９年３月３１日現在）

（単位：千円）

　（注）　記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　額科　　　　目金　　額科　　　　目

14,988,206
４,１１９,０１２
３,９４５,５４９
５００,０００
３,８８５,０００
１,２５０,０００
１６０,９９３
９２４,９１９
４１,３３８
６６,８３４
２９,６８７
２８,０００
３６,８７２

8,577,396
５００,０００
３,７７６,０００
３,９６２,４７０
３３８,９２６

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済予定の長期借入金
１年内償還予定の社債
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

25,231,443
９,１２５,４９４
２,０７５,９９４
８,０８４,１６７
１２,７７４

２,１１１,５６７
１,９７２,４６１
１,６７５,３７５
３６,７８２
１８,７２２
１１９,１２４
� １,０２１

21,338,462
7,595,215
２,８７５,３２９
１６４,３５６
１,０９７,４７４
２７,６２１
４２５,３３９
２,８２４,２７０
１８０,８２５
22,327
１５,３５０
６,９７７

13,720,919
４,０２０,９１７
６,６５６,１１５
１００,０００
４８０,０００
９７８,１９５
２５,０５５
７６５,０８７
４４,６６５
７２３,６２３
� ７２,７４０

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
諸 利 用 権
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 社 債
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 険 積 立 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

23,565,603負 債 合 計

21,283,685
4,053,053
2,199,185
２,１９９,１８５
15,048,225
８１２,２８４

１４,２３５,９４１
１８１,１４６

１０,０００,０００
４,０５４,７９４
� 16,779

1,720,617
１,７２０,６１７

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
　固定資産圧縮積立金
　別 途 積 立 金
　繰越利益剰余金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

23,004,302純 資 産 合 計
46,569,906負 債 ・ 純 資 産 合 計46,569,906　 資 産 合 計　
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損　 益　 計　 算　 書
自　平成１８年４月１日（至　平成１９年３月３１日）

（単位：千円）

　（注）　記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。

金　　　　　　　　　　額科　　　　　　　目

24,952,564売 上 高

21,047,372売 上 原 価

3,905,192売 上 総 利 益

3,035,643販売費及び一般管理費

869,549営 　 業 　 利 　 益

営 業 外 収 益

３３０,５１７受 取 利 息 及 び 配 当 金
１２４,３４１固 定 資 産 賃 貸 料

548,282９３,４２２そ の 他
営 業 外 費 用

１８９,６９４支 払 利 息
８,４７１社 債 利 息

351,474１５３,３０７そ の 他
1,066,357経   常   利 　 益

特 別 利 益

２８５,１４７固 定 資 産 売 却 益
１,７２３,９８３関 係 会 社 株 式 売 却 益

2,009,163３３そ の 他
特 別 損 失

１０１,３６０固定資産除却・売却損
４６,００７投 資 有 価 証 券 評 価 損
６３,１７０固 定 資 産 除 却 費 用

214,839４,３００そ の 他
2,860,681税 引 前 当 期 純 利 益

１２,３５２法人税，住民税及び事業税
７８２,７０８７７０,３５６法 人 税 等 調 整 額
2,077,973当 期 純 利 益
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
自　平成１８年４月１日（至　平成１９年３月３１日）

（単位：千円） 

　（注）　記載金額は，千円未満を切り捨てて表示しております。

株　　　　主　　　　資　　　　本

利　　　　　益　　　　　剰　　　　　余　　　　　金資本剰余金

資　本　金 利益剰余金
合　　　計

そ　の　他　利　益　剰　余　金
利益準備金資本準備金 繰 越 利 益

剰　余　金別途積立金固 定 資 産
圧縮積立金

13,238,1552,240,35710,000,000185,513812,2842,199,1854,053,053平成　18 年 3 月　31 日残高

事業年度中の変動額

� 240,902� 240,902剰 余 金 の 配 当

� 27,000� 27,000利 益 処 分 に よ る
役 員 賞 与

―2,062� 2,062固定資産圧縮積立金の
取 崩 （ 前 期 ）

―2,305� 2,305固定資産圧縮積立金の
取 崩 （ 当 期 ）

2,077,9732,077,973当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

1,810,0701,814,437―� 4,367―――事業年度中の変動額合計

15,048,2254,054,79410,000,000181,146812,2842,199,1854,053,053平成　19 年 3 月　31 日残高

純資産合計

評価・換算
差　額　等

株　主　資　本

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

株主資本
合　　計

自己株式

21,061,1921,583,82019,477,372� 13,022平成　18 年 3 月　31 日残高

事業年度中の変動額

� 240,902� 240,902剰 余 金 の 配 当

� 27,000� 27,000
利 益 処 分 に よ る
役 員 賞 与

――
固定資産圧縮積立金の
取 崩 （ 前 期 ）

――
固定資産圧縮積立金の
取 崩 （ 当 期 ）

2,077,9732,077,973当 期 純 利 益

� 3,757� 3,757� 3,757自 己 株 式 の 取 得

136,796136,796
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

1,943,109136,7961,806,312� 3,757事業年度中の変動額合計

23,004,3021,720,61721,283,685� 16,779平成　19 年 3 月　31 日残高
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に関する注記
　　１ ．資産の評価基準及び評価方法
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券
子会社株式及び関連会社株式
その他有価証券
時価のあるもの

時価のないもの
（２）　棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品
商品・原材料・貯蔵品

２．固定資産の減価償却の方法
（１）　有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）
その他

（２）　無形固定資産

（３）　少額減価償却資産

（４）　長期前払費用
３．引当金の計上基準
（１）　貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込
額を計上しております。

（２）　役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に充てるため，当事業年度末の支給見込額を計上しておりま
す。

償却原価法（定額法）
移動平均法による原価法

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理
し，売却原価は移動平均法により算定）
移動平均法による原価法

個別法による原価法
移動平均法による原価法

定額法
定率法
なお，主な耐用年数は以下のとおりであり
ます。
建物　　　　　　３～５０年
機械及び装置　　４～１１年
定額法
なお，自社利用のソフトウェアについては，
社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。
取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産
については，事業年度毎に一括して３年間
で均等償却する方法によっております。
均等償却
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（３）　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため，当事業年度末における退職給付債務に基づき
計上しております。
　過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（３
年）による按分額を費用処理しております。
　数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（１５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。

（４）　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に充てるため，内規に基づく期末要支給額の１００％を
計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）　リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

（２）　ヘッジ会計の処理
○１ 　ヘッジ会計の方法
　金利スワップ取引については，金利スワップの特例処理の要件を満たしてい
るため，特例処理を採用しております。

　　　○２ 　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　　　　　　　金利スワップ取引
ヘッジ対象　　　　　　　　　固定金利又は変動金利の長期借入金・利付債
　　　　　　　　　　　　　　券等の金利変動リスク

　　　○３ 　ヘッジ方針
　　　　　金利変動リスクの回避並びに金融収支の安定化のため行っております。
　　　○４ 　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため，有効性の判定を省略し
ております。

（３）　消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
　　１ ．役員賞与に関する会計基準
　当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成１７年
１１月２９日　企業会計基準第４号）を適用しております。
　これにより，営業利益，経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ２８,０００千円減
少しております。
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　　２ ．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計
基準委員会　平成１７年１２月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平成１７年１２月
９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。
　なお，従来の「資本の部」の合計に相当する金額は２３,００４,３０２千円であります。

貸借対照表に関する注記
　１ ．担保に供している資産及び担保に係る債務
（１）　担保に供している資産

建物
土地
計

（２）　担保に係る債務
短期借入金
１年内返済予定の長期借入金
長期借入金
計

２．有形固定資産の減価償却累計額
３．保証債務
関係会社の金融機関からの借入金に対する債務保証

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権
長期金銭債権
短期金銭債務

５．期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については，手形交換日をもって決済処理をしており
ます。
　なお，当事業年度末日は金融機関の休日であったため，次の期末日満期手形が期
末残高に含まれております。
受取手形
支払手形

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高
仕入高
営業取引以外の取引高

２,７９６,４７８千円
　　　　　　４６０,００４千円

３,２５６,４８３千円

１６８,０００千円
３,５８５,９００千円

　　　　　２,００７,１００千円
５,７６１,０００千円
２１,２８８,８６６千円

６１８,１０５千円

３,５８２,６６０千円
９７９,２００千円
２,２９０,０４１千円

２００,９４５千円
８０７,５２５千円

１１,１４２,４４０千円
５,０６３,２９８千円
１,３１０,０４９千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の数

税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
役員退職慰労引当金
退職給付引当金
繰越欠損金
その他
繰延税金資産小計
評価性引当額（�）
繰延税金資産合計

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金
その他有価証券評価差額金
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額

リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか，事務機器等の一部については，所有権移転外
ファイナンス・リース契約により使用しております。
１．リース物件の取得原価相当額，減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額　
１年内
１年超
計

３．支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料
減価償却費相当額

４．減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法によっております。

普通株式　　　　　　　７９,６６６株

１３６,９２６千円
１,６００,８３７千円
３０１,２９７千円

　　　　　　２９１,６１７千円
　　　　　２,３３０,６７９千円
　　　　　�２８７,９６３千円

２,０４２,７１５千円

�１２２,７９０千円
　　　　�１,１５４,８３８千円
　　　　�１,２７７,６２８千円
　　　　　　７６５,０８７千円

３０,８７６千円
　　　　　　７０,７１４千円

１０１,５９１千円

３４,１１１千円
３４,１１１千円

期末残高相当額減価償却累計額相当額取得原価相当額

１０１,５９１千円６７,０６５千円１６８,６５６千円工具・器具及び備品等
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関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

（注）　　１ ．取引金額には消費税等を含まず，科目残高には消費税等を含んでおります。
　　　　２．取引条件ないし取引条件の決定方針等
　　　　　　変圧器等の販売についての価格その他の取引条件は，当社と関連を有しない他の当事者と同様の
　　　　条件によっております。

２．兄弟会社等
（単位：千円）

（注）　　１ ．取引金額，科目残高ともに消費税等を含んでおりません。
　　　　２ ．取引条件ないし取引条件の決定方針等
　　　　　資金の借入利率は，市場金利を勘案した利率により決定されております。

　３ ．子会社等
（単位：千円）

（注）　　１ ．取引金額には消費税等を含まず，科目残高には消費税等を含んでおります。
　　　　２ ．取引条件ないし取引条件の決定方針等
　　　　　取引の条件は，市場価格を勘定し一般的取引と同様に決定しております。
　　　　　資金の貸付利率は，市場金利を勘案した利率により決定しております。

期末残高科　　目取引金額取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被所
有）割合

会社等
の名称

属性
事業上の関係役員の兼任等

１，３３０，４７０売掛金
８，５５１，９１８

変圧器等
の販売

当社製品
の販売

兼任１名　
出向者１名

（被所有）
直接２４．２９％

中部電力�
その他の
関係会社 ２３，１７３未収入金

期末残高科　　目取引金額取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被所
有）割合

会社等
の名称

属性
事業上の関係役員の兼任等

276,000
1 年内返済
予定の長期
借入金―資金の借入資金の借入な　しな　し

中電ビジネス
サポート�

その他の
関係会社
の子会社

１，６７２，０００長期借入金

期末残高科　　目取引金額取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被所
有）割合

会社等
の名称

属性
事業上の関係役員の兼任等

７００，０００長期貸付金―資金の貸付
当社原材料
等の仕入及
び資金の貸付

兼任１名９２．０％
�愛工機
器製作所

連結子会社

８３９，７１０支払手形

１，９２１，９９９
ハーメティ
ックモータ
等の仕入

当社商品の
仕入

兼任３名１００．０％
アイチエ
レック�

４７４，６５３買掛金

１８５未払費用

９４８，３９５受取手形
２，５３８，５８４

変圧器等の
販売当社製品の

販売及び物
流業務委託
等　　　　

兼任１名１００．０％愛電商事�

１，２２０，６９０売掛金

１６５，８０８支払手形

１，５６３，１７１
物流業務委
託等

３２，２４７買掛金

９１，８１９未払費用
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１株当たり情報に関する注記
　１ ．　１ 株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７７円５４銭
　２ ．　１ 株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３円１３銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。


